
御坊市サテライトオフィス等開設支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方創生テレワークを市内で推進することにより、新たな人

の流れを創出し、本市における人口減少の抑制と活力ある地域社会の実現を図る

ことを目的に、サテライトオフィス等の施設の整備又は開設を行う企業及び当該

施設へ入居する県外企業に対し、予算の定めるところによりサテライトオフィス

等開設支援補助金を交付するものとし、その交付に関して、御坊市補助金等交付

規則（昭和５３年規則第２２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めると

ころによる。 

 ⑴ 地方創生テレワーク 首都圏をはじめとする市外に立地する企業の地方拠点

の開設又はテレワーク等新たな働き方による本市への移住、滞在等、地方創生

に資する動き又は取組みをいう。 

 ⑵ 企業 営利を目的とし、法人格を有する団体であって、次の事項に該当しな

いものをいう。 

  ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１

２２号）第３条に規定する許可を要する風俗営業 

  イ 官公庁等（第三セクターのうち、出資金が１０億円未満の法人又は地方公

共団体から補助を受けている法人を除く。） 

  ウ 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する法人 

 ⑶ サテライトオフィス等 地方創生テレワークに沿った働く環境及び機能を有

する次の施設をいう。 

  ア サテライトオフィス 企業の本拠地から離れた所に設置されたオフィスの

ことで、本社又は事業本部よりも小規模なオフィス 

  イ コワーキングスペース シェアオフィスのうち、机、椅子、パーテーショ

ン等により施設利用者が利用可能な共有執務スペース 

 ⑷ 公募型プロポーザル 複数の者に整備事業に関する企画提案を求め、創造、

実現性、経験等を総合的に勘案して最も優れた企画提案を行ったものを整備事



業者として選定する方式をいう。 

 ⑸ サテライトオフィス等開設支援補助金 地方創生テレワークを推進するため

に企業に対して交付する次の補助金等をいう。 

  ア 施設整備事業補助金 本市で新たにサテライトオフィス等を開設する企業

の当該サテライトオフィス等の施設整備、開設及び運営に要する費用に対す

る補助金（以下「補助金」という。） 

  イ プロジェクト推進助成金 施設整備事業補助金による支援で新たに整備さ

れたサテライトオフィス等への誘致のための推進助成金（以下「助成金」と

いう。） 

  ウ 進出企業支援金 施設整備事業補助金により新たに整備されたサテライト

オフィス等への入居企業の進出に対する支援金（以下「支援金」という。） 

 ⑹ 県外企業 和歌山県内に本店を設置していない企業をいう。 

（補助金、助成金及び支援金の交付申請） 

第３条 補助金又は助成金の交付を受けようとする企業は、御坊市サテライトオフ

ィス等開設支援補助金交付申請書（施設整備事業補助金・プロジェクト推進助成

金）（様式第１号）に別表第１及び別表第２に掲げる提出書類を添付して、市が

別に定める申請期限までに市長に提出しなければならない。 

２ 支援金の交付を受けようとする企業は、御坊市サテライトオフィス等開設支援

補助金交付申請書（進出企業支援金）（様式第２号）に別表第３に掲げる提出書

類を添付して、同表に定める申請期限までに市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、対象事業の内容により必要がないと認めるときは、前２項に定める書

類の一部を省略させることができる。 

 （補助金、助成金及び支援金の対象経費等） 

第４条 補助金の対象経費、交付要件、補助金額及び限度額は、別表第４及び別表

第５に定めるとおりとする。 

２ 助成金の対象経費、交付要件、助成金額及び限度額は、別表第６及び別表第７

に定めるとおりとする。 

３ 支援金の交付要件、支援金額は、別表第８に定めるとおりとする。 

４ この補助金に関する消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する

仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に地



方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税率を乗じて得た金

額に補助金額を補助対象経費で除して得た割合を乗じて得た金額をいう。）があ

る場合は、これを減額して前条第１項の規定による申請をしなければならない。

ただし、申請時において、当該補助金に関する消費税等仕入控除税額が明らかで

ない場合は、この限りでない。 

５ 前項の規定は、助成金に関する消費税等仕入控除税額がある場合に準用する。

この場合において、「補助金」とあるのは「助成金」と、「補助対象経費」とあ

るのは「助成対象経費」と読み替えるものとする。 

 （補助金、助成金及び支援金の交付決定等） 

第５条 市長は、第３条第１項の規定による申請書の提出があったときは、これを

審査し、適当と認めるときは、交付の決定を行い、御坊市サテライトオフィス等

開設支援補助金交付決定通知書（施設整備事業補助金・プロジェクト推進助成金）

（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

２ 前項の交付決定を受けた者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 ⑴ 事業に係る経理は、他の経理と区別して行うとともに、収入及び支出を明ら

かにした帳簿並びに証拠書類を補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対

象事業」という。）が完了した日の属する市の会計年度の終了後１０年間保存

すること。 

 ⑵ 補助対象事業により取得し、又は効用が増加した資産は、当該補助対象事業

の完了後も台帳を設け、保管状況を明らかにするとともに、処分（補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供すること

をいう。以下同じ。）してはならないこと。ただし、補助金の交付決定を受け

た者（以下「補助企業」という。）があらかじめ市長の承認を受けたとき又は

当該事業が完了する日の属する市の会計年度の翌年度の初日から起算して、当

該資産の耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵

省令第１５号）で定める耐用年数）を経過したときは、この限りでない。 

 ⑶ 補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助対象事業の遂行が

困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならな

い。 

３ 市長は、第３条第２項の規定による申請書の提出があったときは、これを審査

し、適当と認めるときは、交付の決定を行い、御坊市サテライトオフィス等開設



支援補助金交付決定通知書（進出企業支援金）（様式第４号）により申請者に通

知するものとする。 

（補助対象事業等の変更） 

第６条 補助金又は助成金の交付の決定を受けた企業は、補助対象事業又は助成金

の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）の内容を変更するときで、

市長が必要と認めるときは、あらかじめ御坊市サテライトオフィス等開設支援補

助金事業変更承認申請書（施設整備事業補助金・プロジェクト推進助成金）（様

式第５号）に市長が必要と認める書類を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、これを審査し、適当

と認めるときは、御坊市サテライトオフィス等開設支援補助金事業変更承認通知

書（施設整備事業補助金・プロジェクト推進助成金）（様式第６号）により交付

決定を受けた企業に通知するものとする。 

（補助対象事業等の実績報告） 

第７条 補助企業は、補助対象事業が完了したときは、御坊市サテライトオフィス

等開設支援補助金交付実績報告書（施設整備事業補助金・プロジェクト推進助成

金）（様式第７号）（以下「実績報告書」という。）に別表第１に掲げる提出書

類を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 助成金の交付の決定を受けた企業（以下「助成企業」という。）は、助成対象

事業が完了したときは、実績報告書に別表第２に掲げる提出書類を添付して、市

長に提出しなければならない。 

３ 補助企業又は助成企業は、前２項の実績報告を行うに当たって、補助金又は助

成金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税

額を補助金額又は助成金額から減額して報告しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の実績報告書は、別表第１又は別表第２に定める提出期限ま

でに報告しなければならない。 

（成果の公表） 

第８条 市長は、補助金又は助成金による成果について公表できるものとし、必要

があると認めるときは、補助企業又は助成企業に発表させることができる。 

（補助金及び助成金の額の確定） 

第９条 市長は、第７条第１項又は同条第２項の規定による報告書の提出があった



ときは、これを審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、交付す

べき補助金又は助成金の額を確定し、御坊市サテライトオフィス等開設支援補助

金交付確定通知書（施設整備事業補助金・プロジェクト推進助成金）（様式第８

号）により補助企業又は助成企業に通知するものとする。 

（補助金、助成金及び支援金の請求） 

第１０条 補助企業は、前条の規定による通知を受けたときは、御坊市サテライト

オフィス等開設支援補助金交付請求書（施設整備事業補助金）（様式第９号）に

より市長に補助金を請求することができる。 

２ 助成企業は、前条の規定による通知を受けたときは、御坊市サテライトオフィ

ス等開設支援補助金交付請求書（プロジェクト推進助成金）（様式第１０号）に

より市長に助成金を請求することができる。 

３ 支援金の交付の決定を受けた企業（以下「支援企業」という。）は、第５条第

３項の規定による通知を受けたときは、御坊市サテライトオフィス等開設支援補

助金交付請求書（進出企業支援金）（様式第１１号）により市長に支援金を請求

することができる。 

４ 市長は、前３項に規定する請求書の提出があったときは、速やかに当該企業に

補助金、助成金又は支援金を支払わなければならない。 

（補助金、助成金及び支援金の交付決定の取消し又は返還） 

第１１条 市長は、補助企業又は助成企業が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金若しくは助成金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付

した補助金若しくは助成金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により補助金又は助成金の交付決定を受けたとき。 

 ⑵ 対象事業を中止したとき。 

 ⑶ 補助金又は助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件を違反したとき。 

 ⑷ 所在自治体の税の納付を怠ったとき。 

 ⑸ 法令又はこの要綱の規定に違反したとき。 

 ⑹ その他市長が必要と認めたとき。 

２ 市長は、支援企業が次の各号のいずれかに該当するときは、支援金の交付決定

を取り消し、又は既に交付した支援金の全部若しくは一部を返還させることがで

きる。この場合において、第１号に該当するときは、既に交付した支援金の半額

を、第２号又は第３号に該当するときは全額を返還させることができる。 



 ⑴ 支援金の申請日から３年以上５年以内に、市内の施設利用を終了したとき。 

 ⑵ 支援金の申請日から３年未満で、市内の施設利用を終了したとき。 

 ⑶ 偽りその他不正の手段により支援金の交付決定を受けたとき。 

３ 市長は、第１項又は第２項の規定により交付決定の取消しをしたときは、補助

金・助成金・支援金交付決定取消通知書（様式第１２号）により通知するものと

する。この場合において、当該取消しに係る部分に関し既に補助金、助成金又は

支援金が交付されているときは、補助金・助成金・支援金返還命令書（様式第１

３号）により期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１２条 補助企業又は助成企業は、実績報告時において補助金又は助成金に係る

消費税等仕入控除額が明らかでないものについて、補助対象事業又は助成対象事

業完了後に消費税及び地方消費税の申告により当該消費税等仕入控除税額が確定

したときは、速やかに消費税等仕入控除税額報告書（様式第１４号）に消費税及

び地方消費税の確定申告書の写しを添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告書の提出があったときは、補助金・助成金・支援金返還命

令書により期限を定めて当該消費税等仕入控除税額に相当する額の全部又は一部

の返還を命ずるものとする。 

（財産の処分の制限） 

第１３条 補助対象事業により取得し、又は効用が増加した資産を処分しようとす

るときは、あらかじめ財産処分承認申請書（施設整備事業補助金）（様式第１５

号）を市長に提出しなければならない。なお、補助企業が補助対象事業により取

得した資産を譲渡し、又は売却する場合、譲渡又は売却先の企業に対し、この要

綱を遵守させなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、これを審査し、適当

と認めるときは、財産処分承認通知書（施設整備事業補助金）（様式第１６号）

により補助企業に通知するものとする。 

（報告又は調査） 

第１４条 市長は、補助金又は助成金の交付に関し必要があるときは、補助企業又

は助成企業に対し、報告を求め、又は当該職員を派遣して調査させることができ

る。 

 （地位の承継） 



第１５条 補助企業が当該補助金の交付決定に係る事業を譲渡したときは、当該事

業の譲受人は、市長の承認を得て、当該補助企業の地位を承継することができる。 

２ 補助企業について合併又は分割（それぞれ補助金の交付決定に係る事業を承継

させるものに限る。以下同じ。）があった場合は、合併後存続する法人、合併に

より設立された法人又は分割により当該事業を承継した法人は、市長の承認を得

て、当該補助企業の地位を承継することができる。 

３ 前２項の規定により補助企業の地位を承継しようとする企業は、あらかじめ御

坊市サテライトオフィス等開設支援補助金交付決定事業承継承認申請書（施設整

備事業補助金）（様式第１７号）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、これを審査し、適当

と認めるときは、御坊市サテライトオフィス等開設支援補助金交付決定事業承継

承認通知書（施設整備事業補助金）（様式第１８号）により補助企業の地位を承

継しようとする企業に通知するものとする。 

 （国県等の補助制度との重複） 

第１６条 補助企業又は助成企業に対して、国又は県その他の地方公共団体又は産

業支援機関の制度により、交付対象事業への補助金等の交付があった場合は、補

助金及び助成金の交付はしないものとする。 

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金、助成金及び支援金の交付に関し

必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前に

第５条１項及び同条第３項の規定による補助金、助成金又は支援金の交付決定を

受けた企業、第１３条の規定による譲渡又は売却先の企業及び第１５条の規定に

よる補助企業の承継の承認を受けた企業に対するこの要綱の規定の適用について

は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 



別表第１（第３条、第７条関係） 

区分 
交付申請 実績報告 

提出書類 提出期限 提出書類 

施設整

備事業

補助金 

 

 

 

⑴ 補助対象事業の目的、内容が

わかるもの 

⑵ 改修等に関する配置図及び

設計図（写し） 

⑶ 改修等にかかる費用を明ら

かにする書類及びその明細書

（写し） 

⑷ 賃貸借契約書（案）（写し） 

⑸ 登記事項証明書（法人の場合

に限る。） 

⑹ 改修等を行う建物の登記事

項証明書 

⑺ 直近の決算書（写し）（法人

の場合に限る。） 

⑻ 改修等の工事を行う予定箇

所の全景及び対象工事を行う

場所の現況を示す写真（申請日

前２週間以内に撮影されたも

のに限る。） 

⑼ その他市長が必要と認める

書類 

事業完了後

３０日以内

又は令和５

年２月末日

のいずれか

早い日 

⑴ 補助対象事業の

目的、内容、支出明

細、完了日がわかる

もの 

⑵ 事業に要した費

用を明らかにする

書類及びその明細

書（写し） 

⑶ 事業に要した費

用の請求書（写し） 

⑷ 事業に要した費

用の領収書（写し） 

⑸ 事業の完了を明

らかにする書類（写

し） 

⑹ 賃貸借契約書（写

し） 

⑺ 事業の工事現況

写真（対象経費部分

に該当する部分で、

工事途中に撮影さ

れたものに限る。） 

⑻ 改修等の完了後

の写真 

⑼ その他市長が必

要と認める書類 

 

 



別表第２（第３条、第７条関係） 

区分 
交付申請 実績報告 

提出書類 提出期限 提出書類 

プロジェク

ト推進助成

金 

 

 

⑴ 助成対象事業の

目的、内容がわかる

もの 

⑵ 事業経費明細書

（写し） 

⑶ その他市長が必

要と認める書類 

事業完了後３

０日以内又は

令和５年２月

末日のいずれ

か早い日 

⑴ 助成対象事業の目

的、内容、支出明細、

完了日がわかるもの 

⑵ 事業に要した費用を

明らかにする書類及び

その明細書（写し） 

⑶ 事業に要した費用の

請求書（写し） 

⑷ 事業に要した費用の

領収書 

⑸ 事業の完了を明らか

にする書類（写し） 

⑹ その他市長が必要と

認める書類 

別表第３（第３条関係） 

区分 
交付申請 

申請期限 提出書類 

進出企業支

援金 

 

入居施設への賃貸

借契約締結日の前

日又は令和５年２

月末日のいずれか

早い日 

⑴ 本市への進出目的、進出後の事業内容、

事業時期がわかるもの 

⑵ 賃貸借契約書（案） 

⑶ 法人の登記事項証明書 

⑷ 直近の決算書（写し） 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 



別表第４（第４条関係） 

区分 補助対象経費 交付要件 補助金額及び限度額 

施設整備事

業補助金 

事業の実施に直

接要する経費で

別表第５に掲げ

るものとする。 

本市が実施する公募

型プロポーザルによ

り選定された企業で

あること。 

補助対象経費の３分の

２以内の額（その額に千

円未満の端数があると

きはこれを切り捨てた

額）とし、３，０００万

円を限度とする。 

別表第５（第４条関係） 

補助対象区分 内  容 

施設整備費 対象施設として整備される建築物と構造上一体となってい

て、地方創生テレワークにより働く環境又は機能を有する上

で必要と認められる設備（例えば電気・ガス・給排水・空調

設備・トイレ等）を取得・整備に要する経費 

（※「用地取得費・造成費・外構工事費」、「既存施設の除

却・解体費」、「整備対象施設の取得費」、「居住・滞在機

能を付帯させる事業部分の経費」、「地方創生テレワークに

より働く環境又は機能を有する上で必要と認められない設備

の内、利用促進の観点から事業に必要と求められる部分の経

費」については、当該施設の補助対象事業費全体の２割を限

度として対象とすることができる。） 

通信環境整備費 施設におけるＷｉ－Ｆｉ、ＬＡＮ環境の構築、光ファイバー

の施設等に要する経費 

（クロージャーから施設構内への引込み工事や通信企業の提

供する光回線サービスの利用料又はこれらのアクセス回線を

用いインターネットに接続するためのＩＳＰ利用料、施設内

のＷｉ－Ｆｉ・ＬＡＮ環境の構築に伴う機器の購入、レンタ

ル及び設置工事に要する経費） 



什器・機器導入

費 

地方創生テレワークにより働く環境又は機能を有する上で必

要と認められる什器・機器（例えば机や椅子、パソコン、プ

リンタ、コピー機等）に要する経費 

（※「地方創生テレワークにより働く環境又は機能を有する

上で必要と認められない什器・機器の内、利用促進の観点か

ら事業に必要と求められる部分の経費」については、当該施

設の補助対象事業費全体の２割を限度として対象とすること

ができる。） 

施設運営・管理

費 

地方創生テレワークにより働く環境又は機能を有する上で必

要と認められる施設運営・管理に係る経費 

 備考 施設整備費、什器・機器導入費において、当該施設の補助対象事業費全体

の２割を限度として認められている経費については、その合計のうち補助対象

事業費全体の２割を限度として対象とすることができる。 

別表第６（第４条関係） 

区分 助成対象経費 交付要件 助成金額及び限度額 

プロジェク

ト推進助成

金 

事業の実施に直接

要する経費で別表

第７に掲げるもの

とする。 

本市が実施する

公募型プロポー

ザルにより選定

された企業であ

ること。 

助成対象経費（その額に

千円未満の端数がある

ときはこれを切り捨て

た額）とし、５００万円

を限度額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第７（第４条関係） 

助成対象経費区分 内容 

サテライトオフィスへの誘致事

業費用 

施設利用に向けての説明会、ＰＲのための出

張費用、試用期間中に係る費用 

その他市長が必要と認める費用 

サテライトオフィス、コワーキン

グスペースのＰＲ費用 

施設利用に向けてのＨＰ掲載、ＳＮＳ発信、

ポスター、チラシ等の作成等に係る費用 

その他市長が必要と認める費用 

サテライトオフィス、コワーキン

グスペースの普及事業費用 

サテライトオフィスへの理解の普及にかか

る費用 

その他市長が必要と認める費用 

 備考 備品（１品当たり、おおむね１万円以上のものをいう。）購入費用は除く。 

別表第８（第４条関係） 

区分 交付要件 支援金額 

進出企業支援金 次に掲げる要件すべてに該当す

る企業 

⑴ 施設整備事業補助金により

整備された施設へ入居する県

外企業であること。 

⑵ 御坊市内に事務所を設置し、

市内で５年以上継続して事業

を行う企業であること。 

⑶ 地域活動への参画、地域住民

との交流等、関係人口の増加に

資する取組を行うこと。 

１社当たり１００万円の

支援金を交付する。 

 


